
事 務 連 絡 

平成 30 年 12 月 18 日 

関 係 団 体 御中 

厚生労働省保険局医療課 

疑義解釈資料の送付について（その 10） 

標記につきまして、別紙のとおり、地方厚生(支)局医療課、都道府県民生主

管部(局)国民健康保険主管課(部)及び都道府県後期高齢者医療主管部(局)後期

高齢者医療主管課(部)あて連絡しましたので、別添団体各位におかれましても、

関係者に対し周知を図られますよう協力方お願いいたします。 
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（別添） 

公益社団法人 日本医師会 御中 

公益社団法人 日本歯科医師会 御中 

公益社団法人 日本薬剤師会 御中 

一般社団法人 日本病院会 御中 

公益社団法人 全日本病院協会 御中 

公益社団法人 日本精神科病院協会 御中 

一般社団法人 日本医療法人協会 御中 

一般社団法人 日本社会医療法人協議会 御中 

公益社団法人 全国自治体病院協議会 御中 

一般社団法人 日本慢性期医療協会 御中 

一般社団法人 日本私立医科大学協会 御中 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 御中 

一般社団法人 日本病院薬剤師会 御中 

公益社団法人 日本看護協会 御中 

一般社団法人 全国訪問看護事業協会 御中 

公益財団法人 日本訪問看護財団 御中 

独立行政法人 国立病院機構本部 御中 

国立研究開発法人 国立がん研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立循環器病研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 御中 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 御中 

独立行政法人 地域医療機能推進機構本部 御中 

独立行政法人 労働者健康安全機構本部 御中 

健康保険組合連合会 御中 

全国健康保険協会 御中 

健康保険組合 御中 

公益社団法人 国民健康保険中央会 御中 

社会保険診療報酬支払基金 御中 

財務省主計局給与共済課 御中 

文部科学省高等教育局医学教育課 御中 

文部科学省高等教育局私学行政課 御中 

総務省自治行政局公務員部福利課 御中 

総務省自治財政局地域企業経営企画室 御中 

警察庁長官官房給与厚生課 御中 

防 衛 省 人 事 教 育 局 御中 

労働基準局労災管理課 御中 

労働基準局補償課 御中 
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事 務 連 絡

平成 30 年 12 月 18 日

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療主管課 ( 部 )

厚生労働省保険局医療課

疑義解釈資料の送付について（その 10）

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（平成 30 年厚生労働省告示第 43

号）等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事

項について」（平成 30 年３月５日保医発 0305 第２号）等により、平成 30 年

４月１日より実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに

係る疑義照会資料を別添のとおり取りまとめたので、参考までに送付いたし

ます。
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調剤１

〈 別 添 〉

調剤診療報酬点数表関係

【地域支援体制加算】

問１ ｢地域支援体制加算の施設基準に係る届出書添付書類｣（様式 87 の３）

の「19 プレアボイド事例の把握・収集に関する取組の有無」を「あり」と

するために、薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業への事例報告（公益財

団法人日本医療機能評価機構（以下「機構」という。）が実施）を行おうと

する場合、事前に機構に参加薬局として登録（本登録）する必要があるが、

今年度（平成 30 年度）は、登録しようとする薬局数が多く、仮登録から本

登録までに数ヶ月を要している。既に参加登録の申請をしたにも関わらず本

登録までに時間を要し、平成 30 年 12 月末までに機構に事例報告を行うこと

が困難な場合、どうすれば良いか。

（答）様式 87 の３の添付資料として以下の（１）から（４）が厚生局に提出さ

れる場合は、同様式中の「プレアボイド事例の把握・収集に関する取組の有

無」を「あり」として差し支えない。

（１）薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事業への参加登録の申請が平成 30 年

12 月末までに行われたことがわかる資料（機構の薬局ヒヤリ・ハット事例

収集システムにおける仮登録完了時に機構から送付される電子メールの写

し（「仮登録のお知らせ」の電子メールの写し）等）

（２）平成 31 年３月末までにプレアボイド事例（平成 30 年１月１日から同年

12 月末までのものに限る。）を機構に報告したことがわかる資料（機構の薬

局ヒヤリ・ハット事例収集システムにログイン後のトップメニューにある

「事例管理」の検索結果の写し等）

（３）プレアボイド事例（平成 30 年１月１日から同年 12 月末までのものに限

る。）の取組実績があることを確認できる資料（平成 31 年３月末までに機

構に報告したプレアボイド事例の内容の写し等）

（４）薬局が所在する都道府県の薬局機能情報提供制度において「プレアボイド

事例の報告・収集に関する取組の有無」が公表されている場合は、その掲載

内容の写し（平成 30 年 12 月末までに薬局ヒヤリ・ハット事例収集・分析事

業への本登録が行えない場合は「プレアボイド事例の報告・収集に関する取

組の有無」が「無」と掲載されていても差し支えない。ただし、この場合、

「プレアボイド事例の把握・収集に関する取組の有無」の変更の報告を随時

行うことが可能な体制を都道府県が整備しているのであれば、機構に事例

報告を行った後、変更の報告を行うこと）
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